
規制改革推進に関する第５次答申骨子 

令和元年５月 20 日 

規制改革推進会議 

I 総論  

１． はじめに 

２． 規制改革を巡る情勢と会議の役割 

３． 審議経過 

(1) 審議テーマの決定と審議体制

(2) 規制改革実施計画のフォローアップ

(3) 公開ディスカッションの開催

(4) 規制改革ホットラインにおける提案受付

(5) 規制所管府省の主体的な規制改革への取組

４． 本答申の実現に向けて 

５． 次のステップへ 

II 各分野における規制改革の推進 

１． 農林分野  

(1) 肥料取締法に基づく規制の見直し

(2) 農協改革の着実な推進

(3) ドローンの活用を阻む規制の見直し

(4) 高機能農機・除雪機の活用を阻む規制の見直し

(5) 農作物栽培所に係る立地規制について

(6) 畜舎に関する規制の見直し

(7) 若者の農業参入等に関する課題について

２． 水産分野 

(1) 改正漁業法の運用について

(2) 水産物及び漁業生産資材の流通に関する総点検

(3) 海技士の乗組基準の見直しについて

(4) 魚病対策の迅速化に向けた取組について

３． 医療・介護分野 

(1) 医療等分野におけるデータ利活用の促進

(2) 患者による医薬品情報へのアクセス改善

(3) 機能性表示食品制度の運用改善

(4) 日本医療研究開発機構の研究開発に係る各種手続の簡素化

(5) 社会保険診療報酬支払基金に関する見直し
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(6) 重点的にフォローアップに取り組んだ事項  

ア オンライン医療の普及促進  

イ 社会保険診療報酬支払基金に関する見直し  

ウ 医薬品医療機器総合機構（ＰＭＤＡ）の行政手続コストカット  

エ 患者申出療養制度の普及  

オ 機能性表示食品制度等の見直し  

カ 介護保険内・外サービスの柔軟な組合せの実現  

 

４． 保育・雇用分野  

(1) ジョブ型正社員（勤務地限定正社員、職務限定正社員等）雇用ルールの明確化  

(2) 介護離職ゼロに向けた対策の強化  

(3) 日本で働く外国人材への「就労のための日本語教育」の枠組み整備  

(4) 年休の取得しやすさ向上に向けた規制改革  

(5) 高校生の就職の在り方の検討と支援の強化  

(6) 福祉及び介護施設における看護師の日雇派遣に関するニーズの実態調査 

(7) 重点的にフォローアップに取り組んだ事項  

ア 学童保育対策  

イ 待機児童対策  

 

５． 投資等分野  

(1) 教育における最新技術の活用  

(2) フィンテックによる多様な金融サービスの提供  

(3) 電力小売市場の活性化 

(4) 地方創生のための銀行の出資規制見直し  

(5) 重点的にフォローアップに取り組んだ事項 

ア モバイル市場における適正な競争環境の整備 

イ 電波制度改革  

 

６． その他重要課題  

(1) 総合取引所の実現 

(2) 各種国家資格等における旧姓使用の範囲拡大  

(3) 働き方の多様化に資するルール整備  

(4) 重点的にフォローアップに取り組んだ事項  

ア 新たな需要に応える旅客・貨物運送事業の規制改革 

 

III 行政手続コストの削減  

１． 行政手続部会における取組  

(1) 経緯  

(2) オンライン申請の原則化に向けて  

(3) 対策強化の必要性  



(4) 地方自治体への展開  

２． 重点的に取り組むべき事項  

(1) 個人事業主の事業承継時の手続簡素化  

(2) 中小企業・小規模事業者を対象とする補助金、社会保険手続等の簡易なオンライン

申請の実現  

(3) 保育所入所時の就労証明書作成手続の負担軽減  

(4) 行政手続の簡素化、オンライン化における地方自治体の先進的取組の横展開  

３． 重点的にフォローアップに取り組んだ事項  

(1) 住宅宿泊事業法に基づく届出手続の負担の軽減  

(2) 軽自動車保有手続にかかるオンライン・ワンストップサービスの実現  

(3) 地方自治体における書式・様式の改善  

 

（参考資料１）規制改革推進会議委員及び専門委員名簿 

（参考資料２）規制改革推進会議及びワーキング・グループの審議経過 


